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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第49期
第３四半期
連結累計期間

第50期
第３四半期
連結累計期間

第49期

会計期間
自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日

自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日

自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日

売上高 （千円） 14,390,120 14,246,253 20,609,798

経常利益 （千円） 850,758 983,807 1,359,567

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（千円） 541,113 679,929 922,257

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 565,318 677,236 964,208

純資産額 （千円） 8,903,199 9,599,806 9,309,574

総資産額 （千円） 15,926,809 16,077,774 16,609,638

１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） 38.49 47.83 65.55

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） 38.44 47.78 65.47

自己資本比率 （％） 55.9 59.7 56.0

 

回次
第49期
第３四半期
連結会計期間

第50期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成29年10月１日
至　平成29年12月31日

自　平成30年10月１日
至　平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 17.53 21.23

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　１株当たり四半期（当期）純利益の算定における期中平均株式数は、従業員持株ＥＳＯＰ信託口が所有する

当社株式を控除しております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社コア(E05332)

四半期報告書

 2/18



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」について重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で

前連結会計年度末との比較・分析を行っております。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間の我が国経済は、米国の通商政策による世界経済の下振れリスクや日本国内で相次い

だ自然災害の発生等から、先行きに不透明感はあるものの、企業収益の改善や個人消費の持ち直しによって、緩や

かな回復基調となっております。

　情報サービス産業においては、合理化・省力化に向けたＡＩ・ＩｏＴ等に対する情報化投資需要が引き続き増加

基調にて推移しております。

　このような状況の下、当社グループは、重要な戦略的分野として「重点推進６分野（※１）」及び「コアビジネ

ス（※２）」という事業領域を設定し、事業を進め、受託型のＳＩビジネスからより利益率の高い提案型のソ

リューションビジネスへとビジネスモデルの転換を図ってまいりました。

　ＳＩビジネスを中心とした「重点推進６分野」では、全国拠点各々の業容や強み、地域性を活かした「深掘り」

を進め、事業規模の拡大と生産性の向上に努めてまいりました。

　提案型のソリューションビジネスである「コアビジネス」では、ＧＮＳＳ（Global Navigation Satellite

System）、ＩｏＴ（ＡＩ）をはじめとした新たな製品・ソリューションの創出に注力するとともに、各事業分野そ

れぞれでマーケットシェアNo.１を目指す戦略を定義し、３つのリンケージ（拠点間連携、ソリューション連携、

チャネル連携）を通じた相乗効果による「横ぐし」での事業展開を図ってまいりました。

　この結果、受注は総じて堅調に推移し、メディアで売上減少が見られたものの、公共、医療及び社会基盤といっ

た分野での売上が伸びたことにより、売上高は14,246百万円（前年同四半期比1.0％減）となりました。利益面に

おいては、ビジネスモデルの転換に加え、高付加価値な製品、サービスへの選択と集中により利益率の向上が図ら

れ、営業利益は931百万円（同16.1％増）、経常利益は983百万円（同15.6％増）、親会社株主に帰属する四半期純

利益は679百万円（同25.7％増）となりました。

 

（※１）重点推進６分野

　当社グループ各拠点が持つ業務ノウハウ、特化技術及び地域性を活かして取り組む領域、戦略を定義し

「深掘り」を進めていく分野として、車載、環境、金融、社会基盤、農業、クラウドの６分野を設定してお

ります。

（※２）コアビジネス

　同じ事業、マーケット、サービスを当社グループ各拠点が「横ぐし」で連携することでスケールメリット

を活かすとともに、スピードある変化を取り込むことでグループ全体の成長を目指す事業として、メディ

ア、公共、医療、ＧＮＳＳ、ＩｏＴ（ＡＩ）の５つを定義しております。
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　セグメント別の経営成績は次のとおりであります。

 

〔セグメント情報に関する定性的情報等〕

 

売上高

ＳＩビジネス
ソリューション
ビジネス

その他 計

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

31年３月期第３四半期 9,124 △0.0 5,071 △2.7 50 0.3 14,246 △1.0

30年３月期第３四半期 9,125 △6.1 5,214 31.5 50 12.7 14,390 4.8

（参考）30年３月期 12,433  8,109  67  20,609  

 
 

 

営業利益

ＳＩビジネス
ソリューション
ビジネス

その他 計

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

31年３月期第３四半期 400 49.0 519 0.5 11 △30.7 931 16.1

30年３月期第３四半期 268 △40.7 516 42.0 16 △25.0 802 △4.4

（参考）30年３月期 379  903  21  1,304  

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸業、売電事業及び農業

事業であります。

２　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

３　パーセント表示は、対前年同四半期増減率を示しております。

 

＜ＳＩビジネス＞

　受注が堅調に推移しているスマートフォンや車載関連、社会基盤分野における受託開発が伸長したものの、金融

分野での体制縮小や基幹系業務システム関連の売上が減少し、売上高は9,124百万円（前年同四半期比0.0％減）と

なりました。利益面では、注力分野へのリソースの選択と集中、プロジェクト管理の徹底に努めたことで生産性が

向上し、営業利益は400百万円（同49.0％増）となりました。

 

＜ソリューションビジネス＞

　次世代車載システム開発及びＩｏＴ関連が引き続き堅調に推移していることに加え、公共や医療分野での成果が

出始めておりますが、メディアでの売上が減少したことにより、売上高は5,071百万円（前年同四半期比2.7％

減）、営業利益は519百万円（同0.5％増）となりました。
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(2）財政状態の分析

（資産）

　流動資産は、前連結会計年度末に比べ355百万円減少し、7,546百万円となりました。これは、仕掛品が688百万

円増加しましたが、現金及び預金が228百万円、受取手形及び売掛金が860百万円減少したことなどによるもので

す。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べ176百万円減少し、8,530百万円となりました。これは、有形固定資産が

127百万円、無形固定資産が61百万円減少したことなどによるものです。

　この結果、総資産は531百万円減少し、16,077百万円となりました。

（負債）

　流動負債は、前連結会計年度末に比べ413百万円減少し、4,999百万円となりました。これは、短期借入金が317

百万増加しましたが、買掛金が345百万、賞与引当金が349百万円減少したことなどによるものです。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べ408百万円減少し、1,478百万円となりました。これは、長期借入金が237

百万円、その他に含まれている長期預り金が139百万円減少したことなどによるものです。

　この結果、負債合計は822百万円減少し、6,477百万円となりました。

（純資産）

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べ290百万円増加し、9,599百万円となりました。これは、配当金の支払

355百万円がありましたが、親会社株主に帰属する四半期純利益が679百万円となったことなどによるものです。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財政上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(4）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額はソリューションビジネスの207百万円であります。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成30年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成31年２月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,834,580 14,834,580
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数100株

計 14,834,580 14,834,580 － －

（注）　提出日現在発行数には、平成31年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。

 

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成30年12月31日 － 14,834,580 － 440,200 － 152,412

 

(5)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6)【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成30年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

    平成30年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 606,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,223,000 142,230 －

単元未満株式 普通株式 4,880 － －

発行済株式総数 14,834,580 － －

総株主の議決権 － 142,230 －

（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が900株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数９個が含まれておりま

す。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が63株含まれております。

 

②【自己株式等】

    平成30年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

株式会社コア
東京都世田谷区三軒茶屋

一丁目22番３号
606,700 － 606,700 4.09

計 － 606,700 － 606,700 4.09

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平

成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,085,653 1,857,072

受取手形及び売掛金 ※ 4,369,203 ※ 3,509,025

有価証券 100,000 100,000

商品及び製品 131,151 153,308

仕掛品 487,449 1,175,642

原材料及び貯蔵品 56,778 36,877

その他 674,375 717,052

貸倒引当金 △2,162 △2,062

流動資産合計 7,902,448 7,546,917

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,671,769 1,606,179

土地 3,753,979 3,753,979

その他（純額） 495,537 433,174

有形固定資産合計 5,921,286 5,793,333

無形固定資産   

のれん 160,889 127,980

その他 279,144 251,045

無形固定資産合計 440,033 379,025

投資その他の資産 2,345,870 2,358,498

固定資産合計 8,707,190 8,530,857

資産合計 16,609,638 16,077,774

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,558,228 1,212,261

短期借入金 1,893,197 2,210,400

未払法人税等 278,232 35,272

賞与引当金 698,512 349,040

受注損失引当金 26,720 46,571

製品保証引当金 3,735 3,776

その他 953,904 1,142,071

流動負債合計 5,412,531 4,999,394

固定負債   

長期借入金 1,078,657 840,948

リース債務 281,552 245,281

繰延税金負債 103,441 92,253

役員退職慰労引当金 181,689 181,689

退職給付に係る負債 29,409 24,333

資産除去債務 20,064 20,369

その他 192,719 73,697

固定負債合計 1,887,533 1,478,572

負債合計 7,300,064 6,477,967
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 440,200 440,200

資本剰余金 152,849 158,885

利益剰余金 9,213,014 9,537,579

自己株式 △722,064 △753,379

株主資本合計 9,083,999 9,383,285

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 202,653 203,636

為替換算調整勘定 19,090 12,364

その他の包括利益累計額合計 221,744 216,000

新株予約権 22,406 17,134

非支配株主持分 △18,576 △16,613

純資産合計 9,309,574 9,599,806

負債純資産合計 16,609,638 16,077,774
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

売上高 14,390,120 14,246,253

売上原価 11,186,589 10,892,570

売上総利益 3,203,531 3,353,682

販売費及び一般管理費 2,401,322 2,422,213

営業利益 802,208 931,468

営業外収益   

受取利息 134 7,984

受取配当金 23,341 44,684

受取賃貸料 20,253 14,360

受取保険金 30,166 －

補助金収入 7,546 235

保険解約返戻金 496 9,269

その他 13,260 19,276

営業外収益合計 95,199 95,811

営業外費用   

支払利息 16,270 13,795

持分法による投資損失 4,411 5,208

賃貸収入原価 7,487 4,719

投資事業組合運用損 5,408 12,197

その他 13,071 7,552

営業外費用合計 46,649 43,473

経常利益 850,758 983,807

特別利益   

固定資産売却益 31,772 －

特別利益合計 31,772 －

特別損失   

固定資産売却損 30,575 －

投資有価証券評価損 588 －

投資有価証券清算損 － 481

会員権評価損 8,555 －

特別損失合計 39,718 481

税金等調整前四半期純利益 842,812 983,326

法人税、住民税及び事業税 136,412 235,189

法人税等調整額 162,535 65,829

法人税等合計 298,947 301,018

四半期純利益 543,864 682,307

非支配株主に帰属する四半期純利益 2,751 2,378

親会社株主に帰属する四半期純利益 541,113 679,929
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

四半期純利益 543,864 682,307

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 17,644 2,756

為替換算調整勘定 △39 △545

持分法適用会社に対する持分相当額 3,848 △7,281

その他の包括利益合計 21,453 △5,071

四半期包括利益 565,318 677,236

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 562,579 675,038

非支配株主に係る四半期包括利益 2,738 2,198
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分

に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

受取手形 22,626千円 18,839千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
　前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
　　至　平成29年12月31日）

　当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
　　至　平成30年12月31日）

減価償却費 255,866千円 249,792千円

のれんの償却額 32,909千円 32,909千円
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（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１　配当金支払額

決議
株式の
種類

配当金の
総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年４月26日

取締役会
普通株式 284,197 20.00 平成29年３月31日 平成29年６月２日 利益剰余金

（注）　平成29年４月26日取締役会決議による配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託が保有する自社の株式に対

する配当金3,646千円が含まれております。

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日）

１　配当金支払額

決議
株式の
種類

配当金の
総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年４月25日

取締役会
普通株式 284,197 20.00 平成30年３月31日 平成30年６月４日 利益剰余金

平成30年10月29日

取締役会
普通株式 71,139 5.00 平成30年９月30日 平成30年12月４日 利益剰余金

（注）　平成30年４月25日取締役会決議による配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託が保有する自社の株式に対

する配当金2,176千円が含まれております。

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３　株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成30年12月17日開催の取締役会決議に基づき、自己株式102,900株の取得を行いました。この結

果、当第３四半期連結累計期間において自己株式が129,962千円増加し、当第３四半期連結会計期間末におい

て自己株式が753,379千円となっております。

 

EDINET提出書類

株式会社コア(E05332)

四半期報告書

14/18



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

調整額
（注）３

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）４

 ＳＩビジネス
ソリューション
ビジネス

計

売上高       

外部顧客への売上高 9,125,408 5,214,466 14,339,875 50,244 － 14,390,120

セグメント間の内部売

上高又は振替高
3,163 67,939 71,103 12,961 △84,064 －

 計 9,128,572 5,282,406 14,410,979 63,205 △84,064 14,390,120

セグメント利益 268,788 516,664 785,452 16,756 － 802,208

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸業、売電事業及び農業

事業であります。

２　管理部門等の報告セグメントに帰属しない本社費用については、セグメント利益の算定上合理的な配賦基準

により各報告セグメントへ配賦しております。

３　調整額は、セグメント間取引消去であります。

４　セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

調整額
（注）３

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）４

 ＳＩビジネス
ソリューション
ビジネス

計

売上高       

外部顧客への売上高 9,124,541 5,071,304 14,195,845 50,407 － 14,246,253

セグメント間の内部売

上高又は振替高
1,682 67,533 69,215 10,855 △80,070 －

 計 9,126,223 5,138,837 14,265,060 61,263 △80,070 14,246,253

セグメント利益 400,474 519,376 919,851 11,617 － 931,468

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸業、売電事業及び農業

事業であります。

２　管理部門等の報告セグメントに帰属しない本社費用については、セグメント利益の算定上合理的な配賦基準

により各報告セグメントへ配賦しております。

３　調整額は、セグメント間取引消去であります。

４　セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社コア(E05332)

四半期報告書

15/18



（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

　項目
　前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
　　至　平成29年12月31日）

　当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
　　至　平成30年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益 38円49銭 47円83銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 541,113 679,929

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（千円）
541,113 679,929

普通株式の期中平均株式数（千株） 14,058 14,216

(2）潜在株式調整後１株当たり

   四半期純利益
38円44銭 47円78銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期

純利益調整額（千円）
－ －

普通株式増加数（千株） 17 13

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

（注）　株主資本において自己株式として計上されている従業員持株ＥＳＯＰ信託に残存する自社の株式は、１株当た

り四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前第３四半期連結累計期間

775,723株、当第３四半期連結累計期間5,978株であります。

 

２【その他】

平成30年10月29日開催の取締役会において、平成30年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり当期

中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　71,139千円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　５円00銭

③　支払請求の効力発生日及び支払開始日　　平成30年12月４日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社コア(E05332)

四半期報告書

17/18



 
 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成31年２月８日

株式会社コア

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 竹野　俊成

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 森田　祥且

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社コアの

平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成30年10月１日から平成30年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社コア及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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